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Rural society in Hokkaido revisited
Tamotsu TABATA
Summary
Rural society in Hokkaido is in the midst of sweeping transformation. It used to be characterized by the
`nohji-kumiai' (farmers association) type village community in which almost all residents were composed of
settled farm households. The nohji-kumiai played a central role not only in farming aŠairs but also other im-
portant village activities including infrastructure development and social aŠairs. However, this type of village
community nature was gradually undermined by the reduction in farm household numbers and the increased
share of ex-farmer households in the village, which advanced as a result of changes in agricultural structure
since the high economic growth period in the 1960s.
This paper attempts to revisit and analyze the long process and nature of its transformation by highlighting
rural areas in the southern Kamikawa district.
The evolution process of rural villages in Hokkaido can be split into three distinct stages. First is the stage
ranging from the onset of settlement in the late Meiji era to the mid Taisho era. Farm household numbers in-
creased in this stage. Second is the stage between the mid Taisho era and the beginning of high economic
growth, during which farm household numbers remained almost constant. Third is the stage that started in the
1960s. Farm household numbers have been on a long declining trend to the present day.
Nohji-kumiai type villages developed during the second stage and their transformation took place in the third
stage. In this stage, the decline in household numbers coincided with the compositional changes and diversiˆ-
cation of village members, which forced the nohji kumiai type community villages to be reorganized.
In the studied areas too, reorganization and/or integration of nohji-kumiai type village communities was car-
ried out. The nohji-kumiai was remodeled to an organization composed solely of farm households while smaller
nohji-kumiais were asked to merge so as to compensate for the shrinking sizes. The function and organization
of nohji-kumiai was separated from that of the village community association in which both farm households
and non-farm households were members. To retain the community force in the village and bridge farm house-
holds and non-farm households, a new network of neighbors named `han' was created.
The transformation of studied rural village communities is still progressing even after the reorganization of
nohji-kumiai. This change from a `nohji-kumiai' type community village to a `rural community organization'
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type village will continue in the rural areas of Hokkaido.
Key words: rural society in Hokkaido, `nohji-kumiai' (farmers association) type village community, reorgani-
zation and/or integration of nohji-kumiai type village community, diversiˆcation of village members, `rural




































































































































13（大正 2） 2347 13935
16（大正 5） 2584 16795
17（大正 6） 1702 9786
1922（大正11） 2017 11344
25（大正14） 1712 10027














































































表 E 地区および S 地区の主な団体，農場の入植の状況
団体，農場 入植年次 戸 数
E 地区 岐阜団体※ 1906（明治39）年 25戸
滋賀団体 1907（明治40）年 15戸
衣川団体（岩手県） 1910（明治43）年 12戸
KN 農場 1908（明治41）年 14戸（小作）
S 地区 福島団体 1907（明治40）年 20戸
宮城団体 1907（明治40）年 18戸













































































年 次 戸数 備考（典拠資料)
1920年代半ば 86戸 『E 地区誌』他に教員住宅 2 戸
1930（昭和 5）年 75戸 国勢調査，『上富良野百年史』
1937（昭和12）年 73戸 銃後後援会寄付者，『E 地区誌』
1943（昭和18）年 76戸 『E 地区誌』











































表 E 地区および S 地区の各農事実行組合の組合員数
（1938年）
農事実行組合 組合員数









表 1960年代後半以降の E 地区および S 地区の戸数，
住民会世帯数の推移
E 地区 S 地区 備考（典拠資料)
地区戸数
1967（昭和42）年 64戸 61戸 『E 小学校開校80周年記念誌』
1989（平成元）年 34戸 34戸 同 上
住民会世帯数
1997（平成 9）年 31戸 27戸 『E 地区誌』
































































































1998年に発行された E 地区誌編纂会編『E 地区誌』
に記載されている1997年現在の E 地区住民会の26世
帯（教員住宅の 5 世帯は除く）について，E 地区への
入地年次をみてみると，明治期 8 戸，大正期 5 戸，
昭和戦前期 7 戸，戦後 6 戸となっている。

























































1950 1544 1293 6913 1702 5203
1960 1371 923 6722 1835 4883
1970 1027 708 5751 2272 2267 3446 5.6
1980 844 451 5870 2320 1462 3540 6.95
1990 697 312 6240 2228 1178 4002 8.95 380
1995 570 256 5974 2046 1300 3915 10.48 517
2000 498 205 5822 1930 963 3880 11.69 764
2005 412 192 5817 1870 877 3938 14.22 784





未満 3～5 5～10 10～20 20～30 30～50 50～100
100 ha
以上
1950 1544 562 432 467 81 2
1960 1371 413 421 465 71 1
1970 1027 203 303 431 86 4
1980 844 151 185 334 153 15 6
1990 697 125 106 208 219 29 9 1
1995 570 73 89 163 179 50 14 2
2000 498 57 74 141 142 58 24 2
2005 412 47 56 93 116 57 33 9 1
























農家戸数は1950～2010年の60年間で約 5 分の 1 に
減少している（表31）。まさに激減ともいうべき減
少ぶりである。そうした中で 1 戸当たり経営耕地面
積は1970年の 5.6 ha から2010年には 17.3 ha と 3 倍
以上に拡大している（ただし2010年は販売農家）。
経営耕地規模別農家数の推移をみると（表32），
1960年には 3 ha 未満，3～5 ha，5～10 ha 層が主体
であったが，1990年には 5～10 ha，10～20 ha 層に
集中し，さらに2010年には 10～20 ha 層を中心階層












合は戦前は両地区とも 3 つだったが，戦後は E 地区
は後述のように1949年と1951年に農事組合の分割で






E 地区では 5 つの農事組合に対し，センサスの農業集






表 S 地区および E 地区の経営耕地規模別農家数
3 ha
未満 3～5 5～7.5 7.5～10 10～15 15～20
20 ha
以上 計
S 地区 1960 11 17 27 9 1 65
1970 8 10 19 13 3 53
E 地区 1960 10 19 18 9 5 61
1970 1 3 12 12 13 1 42
資料農業集落カードより集計
表 経営耕地規模別農家数等の推移（1960～2010年）（S1 集落および E2 集落)
年次 総戸数 非農家数 総農家数 3 ha 未満 3～5 5～10 10～20 20～30 30～50 50～100 ha
S1 集落 1960 20 20 2 6 12
1970 18 18 3 3 9 3
1980 15 15 2 1 6 6
1990 13 2 11 1 2 8
2000 10 2 8 1 1 5 1
2010 9 6 3 2 1
E2 集落 1960 16 13 4 3 5 1
1970 9 9 1 5 2 1
1980 8 8 1 3 3 1
1990 6 6 1 1 2 2
2000 11 6 5 1 1 2 1
2010 9 5 4 1 2 1
資料農業集落カード
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しかし1980年は E 地区の 1 集落が，1990年からは S
地区の 1 集落も収録されなくなり，さらに2000年に
















合員数は前述のように E 地区65人，S 地区47人であ











両地区とも 3～5 ha 層と 5～7.5 ha 層が中心の階層で
あるが，S 地区では後者の階層がより多く，5 ha 以上
の階層が以下層を大きく上まわっているが，E 地区で
はほぼ同数となっている。1970年には 5 ha 以下の階












































年齢別世帯員数 男子 1 2 2 5
女子 1 3 2 7
年齢別農業就業
人口
男子 2 2 4




年齢別世帯員数 男子 2 2 3 7
女子 1 2 1 3 7
年齢別農業就業
人口
男子 2 3 5
女子 1 1 2 4





20戸から 3 戸へと約 7 分の 1 に激減している。E2
集落の方も13戸から 4 戸へと約3.5分の 1 に減少して





























である。かっては 10 ha 以下の階層が主体だったのが，
2010年には 20～30 ha，30～50 ha 層が主体をなすよ
うに変化し，とくに S1 集落の場合には 50 ha 以上























S 地区 ◯ 160 47歳 2002年に有限会社立ち上げ
◯ 55 51歳
◯ 50 53歳 夫婦農従，親夫婦は家まわりだけ，
町内在住の妹が手伝いに
◯ 50 61歳 経営主のみ農従，常時雇用労働力を
導入
◯ 45 52歳 夫婦農従，父78歳
◯ 25 69歳 夫婦農従，町内在住の娘が手伝いに
◯ 和牛飼養経営 草地なし，草は購入，町内他地区か
ら転入




◯ 50 65歳 あとつぎ（30歳）も就農
◯ 40 57歳 妻教員，父（86歳）も農従，あとつ
ぎ介護士だが就農を期待




◯ 30 夫死亡のため50 ha から30 ha に縮
小，長男（21歳）短大卒業後就農
◯ 30 62歳 1973年市街地近くに住居移転，通い
で営農
◯ 25 71歳 夫婦で営農，娘 2 人は旭川に他出勤
務
◯ 20 63歳 夫婦で営農
◯ 20 69歳 夫婦で営農（小麦とハスカップ），
あとつぎ他出
◯ 15 66歳 夫婦で営農，あとつぎ他出，最近借
地を返還規模縮小
◯ 10 70歳 夫婦で営農，畑約20 ha を借地に出
し，和牛の繁殖・育成に転換
資料E 地区および S 地区でのヒアリングによる他，『E 地
区誌』，『E 地区開拓百年記念誌 E 地区の一世紀』『E
小学校百年誌』等を参照














よう。農家戸数は S 地区は全体で 7 戸，E 地区は11
戸までに減少した。さきの表33でみた1960年の農家
戸数65戸と61戸に比較してそれぞれ約10分の 1，6 分
の 1 への減少である。S 地区での減少はとくに際立っ
ている。
その結果残った農家は，トップレベルでは 50 ha 前
後の大規模経営となり，さらに法人化した◯経営は
160 ha と町内でも屈指の規模の経営となっている(1)。
これら 40～50 ha 規模の農家は概ね後継ぎを確保し


























































































K 社の存在である。そこで最後に有 K 社について簡
単に補足しておこう。
K 社は，S 地区の 4 戸の農家の離農を契機として
2002年に立ち上げられた有限会社である。発足時 72
ha の農地取得と 61 ha の借地，合計 133 ha の経営耕
地でスタートした。その後2007年 15 ha，2008年 5










は 160 ha という大面積にもかかわらず 2 ケ所の圃場
が少し離れている他は大部分の圃場がほぼ一つにまと
まっている。
K 社では離農した地区内の元農家 3 世帯 5 人が従
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1 班 8 3 5 1
2 班 7 2 5 4 1
3 班 7 2 5 1 1
計 22 7 15 5 3
資料住民会資料より
表 E 地区住民会の構成（2014年 3 月現在)
総戸数 農家数 非農家世帯数
1 班 8 3(2) 5(4)
2 班 9 6 3(1)
3 班 5 2 3(1)
計 22 11(2) 11(6)
資料住民会資料より
注（ )内は市街地に住居を移している世帯数を示す






















現在の S 地区住民会および E 地区住民会の会員の
構成は表41および表42の通りである。両住民会と
も総戸数は22戸であるが，そのうち非農家世帯が S
















業生産法人（有 K 社）で働いているのが 3 戸，市街




























住民会メンバー 営農継続 備 考
1997年 現在 1997年 現在
a 1971 ◯ ◯ ◯（畜産業) ×
b 1972 ◯ ◯ × × 1992年から 6 年間住民会長
c 1973 ◯ ◯ ◯ ◯ 表 37 の◯農家
d 1973 ◯ ◯ × ×
e 1974 ◯ × ◯ × 2008年時点では住民会メンバー
f 1975 ◯ ◯ ◯ ◯ 表 37 の◯農家
g 1975 ◯ × × ×






























1997年時点で 8 戸中 5 戸が通作の形で耕作，営農を
継続している。通い作の形での営農が20年以上継続
されていたわけである。流石に現在は営農を継続して









































































































この点については E 地区および S 地区での集落の再
編・統合についてみる中で明確にしていきたい。





E 地区および S 地区では全町的な集落の再編以前
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3 月 4 月予定
うち
非農家 自治会数 班数 世帯数
KI 1 1 KI 16 4 2 2 1 2 15
N 1 1 N 13 3 1 3 1 1 9
EN 6 1 EN 42 6 3 6 1 3 37
T 8 1 T 53 15 4 8 4 4 51
E 4 1 E 30 16 3 3 1 3 24
R 5 1 R 40 11 3 5 1 3 39
S 6 1 S 26 7 3 6 1 3 22
SM 10 3
S1 27 16 2 4
S2 38 15 1 2
S3 41 22 3 4
計 106 53 6 7 7 82
KW 12 2
KW東 52 17 2 5
KW西 58 24 2 7
計 110 41 4 8 8 95
H 21 4
H1 64 14 4 7
H2 65 41 3 6
H3 49 3 3 4
H東 43 8 3 4
計 221 66 13 4 13 175
A 5 1 A 37 5 3 5 1 3 28
HD 10 2
HD1 65 26 4 5
HD2 58 37 3 5
計 123 63 7 2 8 119
合計 89 19 19 817 290 52 91 32 58 696
資料上富良野町役場資料より
注市街地の自治会は除く




E 地区では戦前期に前述のように E1 農事組合，
E2 農事組合，E3 農事組合の 3 つの農事組合が設
立され，それが集落の基礎組織となっていた。この農
事組合は，第 2 次大戦後分家新設等により戸数増加
が進む中で，1949年に E2 農事組合から E4 農事組




と E4 農事組合が再び合併し Eko 農事組合となっ

























E1 11 4  9 1 班 8
E2 13  11 11 2 班 9
E3 19 13 6 3 班 5
E4 5
E5 8 6
教 住 8 6
計 64 34 32 22















S1 21 12 10  1 班 8
S2 14 8 6  2 班 7
S3 10  1 1
S4 8 3 3 

3 班 7
S5  3 3
開拓（S6) 8 4 4
合 計 64 31 27 22
資料表52に同じ







S 地区では戦前期には E 地区と同様に S1 農事実行


































は，前述のように戦前からの 3 つの農事組合（S1 農
事組合，S2 農事組合，S3 農事組合）に加え地区の






となって S3 農事組合と S5 農事組合に分かれるこ





図 E 地区および S 地区の住民会，農事組合，班の構成


























ことになった。E 地区はそれまでの 3 つの農事組合を
そのまま引き継ぐ形であるが，S 地区についてはかな
り大幅な再編を行い，S3 農事組合は S2 農事組合
に統合して 2 班に，S4 農事組合，S5 農事組合，S




































































































































































































3 月 7 日 総会準備
19日 総会 コミュニテイ収支関係
4 月10日 第 1 回例会 会費徴収等
24日 例会
5 月13日 例会を兼ねて花見 E 地区会館
28日 公民館花壇の畑起こし 苗の注文 除草剤散布
6 月 7 日 花壇苗植え 清掃作業 その他
28日 コミュニテイ清掃 除草剤散布
E 地区会館裏の松の木始末
7 月12日 日帰り研修 上ホロ荘 1 日を楽しむ
22日 花壇除草 広場清掃その他
8 月 7 日 周辺清掃 その他
31日 社会奉仕 S 地区会館清掃庭木剪定 その他 懇親会
9 月13日 椅子10脚購入 パソコン整備等
27日 E 地区会館周辺 コミュニテイ除草 物置清掃
10月 3 日 日帰り研修 上ホロ荘 13名出席
26日 周辺整理 冬に向けた諸準備
学芸会展示作品打ち合わせ
11月 7 日 学芸会展示作品 手芸品 水墨画等提出
椅子10脚購入
9 日 学芸会参加 午後敬老会
23日 忘年会の日程等打ち合わせ
12月13日 フラヌイ温泉 例会兼ねて忘年会 16名
資料老人会総会資料より







































































































































意味ももつ。前章で E 地区，S 地区の老人会の取り
組みを紹介したが，これはまさにそれと重なるもので
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(6) 2010年農林業センサスによれば，3 町の 1 戸当たり経営
耕地面積は美瑛町 21.0 ha，上富良野町 17.4 ha，中富良野








































































































(4) 農林業センサス農業集落カードによれば，1970年の S 地




























(3) 全体の事業面積は 8,000 ha を超え，上富良野町での計画
面積は 2,642 ha で，1984年に着工し，2002年に完了した。

































(5) その離農跡地等に近隣集落からの転入が 2 戸あった。
(6) E 地区で住民会長を務めたこともある T 氏の指摘。























ておく。かっては E 地区にも S 地区にも共同墓地が存在
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